
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（平成30年度）
（単位：円）

1

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

 漁港施設整備事業
　（宮留防波堤）

おおい町 520,000,000 450,000,000

2

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

 FTTH整備事業
　（機器等整備）

おおい町 103,261,110 69,000,000

交付金事業に要
した経費

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（ 平成３０年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 漁港施設整備事業　（宮留防波堤）
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 おおい町
交付金事業実施場所 おおい町 大島 地係

交付金事業の概要
　船舶係留時の安全性、入出航時の操船性の向上を図るため実施する大島漁港内の防波堤の
新設及び延伸工事に交付金を活用し、漁業者の安全確保、及び漁業振興を図ります。
■漁港施設整備工事   防波堤施工延長　 ΣL=192ｍ

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

第2次おおい町総合計画（H29～H38）
基本目標２　地域の宝を磨き上げ、産業の活力創出に取り組む町
・町の宝である恵まれた地域資源を活かし、磨き上げることで、農林水産業をはじめとする雇用を
生み出します。
　漁港施設である防波堤等を整備し、漁港利用者の船舶等の財産防護等、漁業環境が向上する
ことにより、新規漁業従事者の増加を図ります。
：目標
若手就漁者数（累計）：40人（R8年度）【計画上の中間目標　35人（R3年度）】
※若手就漁者…45歳以下の就漁者

事業開始年度 平成29年度 事業終了（予定）年度 令和2年度

事業期間の設定理由 当該工事完了予定年度まで



交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和２年度

若手就漁者
数（累計）：

35人

若手就漁者
数（累計）

成果実績 －
目標値 人 35.00
達成度 －

評価年度の設定理由
当該工事完了予定年度まで

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　防波堤等の漁港施設を整備することで、漁業従事者等の漁港利用者の船舶等の安全が一層
確保されることから、漁業環境等が向上し、新規漁業者の確保に寄与します。
　また、本事業は令和2年度までの継続事業となることから、令和3年度に改めて再評価を実施し
ます。



交付金事業の成果目標及び
成果実績

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無し

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 28年度 29年度 30年度

事業進捗率
活動実績 ％ － 29.20 59.58
活動見込 ％ － 29.20 59.58
達成度 － 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

総事業費 － 500,000,000 520,000,000
交付金充当額 － 447,000,000 450,000,000

うち文部科学省分

漁港施設整備工事（宮留防波堤） 指名競争入札 株式会社こんどう（おおい町） 520,000,000

交付金事業の担当課室 建設課

うち経済産業省分 － 447,000,000 450,000,000
交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の評価課室 建設課



番号 措置名 交付金事業の名称

2 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 FTTH整備事業（機器等整備）
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 おおい町
交付金事業実施場所 おおい町一円

交付金事業の概要

名田庄中継基地内の通信機器及び放送機器等の設置並びに大飯地域の加入者宅内に設置の
音声告知機、宅内通信装置が通信仕様の変更、経年劣化などにより取替を行う。
加入者宅内機器等更新工事
・V-ONU機器購入、音声告知機購入
通信機器等整備工事
・IDM架、光加入者線終端局装置
放送機器等整備工事
・放送系光送出設備、地上デジタル設備更新

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

第2次おおい町総合計画（H29～H38）
基本目標２：地域の宝を磨き上げ、産業の活力創出に取り組む町
　（５）産業団地をはじめとする企業誘致及び産業振興
　FTTH整備事業（機器等整備）は、高速通信網の整備等を行う事業で、前述の（５）産業団地を
はじめとする企業誘致及び産業振興に大きく関わっています。
　FTTH整備事業（機器等整備）では、高速通信網の整備等に交付金を活用し、高速で安定した
通信環境を整えることで、企業誘致の促進を図ることが目標となります。
：目標
誘致企業数（累計）：10社（R8年度）【計画上の中間目標　5社（R3年度）】

事業開始年度 平成29年度 事業終了（予定）年度 平成30年度

事業期間の設定理由 当該工事完了予定年度まで



交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成30年度

　誘致企業
数（累計）

　誘致企業
数（累計）

成果実績 社 4.00
目標値 社 10.00
達成度 40.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　名田庄地域への高速通信網の整備により、合併後の地域間の通信環境を統一することで、一
体的な施策展開を可能となり、住民の利便性や福祉の向上に寄与しました。また、都市部との通
信環境の格差是正により、若者よる新たな起業の促進や町の企業誘致施策との相乗効果が見
込まれ、町の新たな産業の創造に寄与しました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無し

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 28年度 29年度 30年度

工事進捗率
活動実績 ％ － 63 37
活動見込 ％ － 63 37
達成度 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費等 28年度 29年度 30年度 備　考

総事業費 － 173,044,243 103,261,110
交付金充当額 － 75,000,000 69,000,000

うち文部科学省分
うち経済産業省分 － 75,000,000 69,000,000



通信機器等整備工事 随意契約（特命）
西日本電信電話株式会社
福井支店（福井市）

9,158,000

西日本電信電話株式会社
福井支店（福井市）

94,103,110

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の評価課室 電子情報課

加入者宅内機器等更新工事 随意契約（特命）

103,261,110
交付金事業の担当課室 電子情報課


